










































































































































































①学生対象カルテ：（ⅰ）教職履修カルテが始まった平成 22年度に入学した平成 25年度卒業生の 4年間分
のカルテ，（ⅱ）カルテ二期生である平成 26年度卒業生の 4年間分のカルテ










































平成 28年～ 29年は，前年の指標検討結果を踏まえて，引き続き①学部 4年生と，②教職経験 1～ 2年
目を対象にした質問紙調査を行う。また，縦断データを分析することにより，大学 4年間でのどのような
経験がリアリティ・ショックの緩和により大きく寄与するのかを明らかにする。
○授業評価部門
平成28年～29年は検討された指標を用いて教職経験1～2年目教員のカルテをデータとして分析する。
この際，補足的に聞き取り調査も行う。平成 30年度に教科指導評価指標を完成させる。
平成 30年度は，部門ごとの研究というよりは，それぞれの部門の研究成果を統合させて，本研究の最終
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在学生から新任教員までの連続した教員養成・育成プログラムの開発（第一報）
目標である学部教職課程から新任教員 1年目から 3年目まで，連続して自己省察に活用できる教職履修カ
ルテを完成させる。その研究成果は，報告集としてまとめるだけではなく，シンポジウムの開催や，完成
したカルテの公開（配布）によって広く教育現場に発表をしていく。特に小規模養成大学の利点を生かし，
教職に就いている卒業生に広くこの成果を伝え，そこから各教育現場へと浸透していくことをねらいとす
る。
Ⅲ．研究の展望
（1）教員養成大学と教育委員会との連携・協働
平成 27年 7月の中央教育審議会・教員養成部会の中間まとめ（2015）において，あらためて教員の育
成という観点から，大学における教員養成と教育委員会による研修の断絶が指摘されている（11）。また教員
の養成・採用・研修の各段階において，大学と教育委員会の連携が図られていくことが望ましいため，制
度的に担保された具体的な枠組みが必要であるとされている。
大学と教育委員会との連携・協働については，授業評価はもっとも先行して進められている領域かもし
れない。大学教員が授業観察等に赴き，改善点などを提案するケースは少なくない。今後は，逆に教育委
員会から養成段階の学生に対して，レクチャーや模擬授業を評価するプログラムがあると，双方向の連携・
協働につながると考えられる。
また授業評価以外の大学と教育委員会との連携・協働について触れてみると，現職経験者が大学教員に
就くケースが挙げられるだろう。校長・副校長経験者が大学教員になることもあり，実態を反映した学級
経営や学校経営の理論を養成課程の学生が享受できることは一定のメリットがある。しかし，小学校の教
育現場では目まぐるしく変動する社会・環境に対応しながら，その教育スタイルを変容させるため，時間
とともに現職経験者の経験が今日の実態と乖離する可能性は否定できない。したがって，大学と教育委員
会が連携・協働することで，養成課程では教育現場の生々しい情報・知識・理論を得ることにつながる。
養成課程の段階でこのような生きた内容を学ぶことは，リアリティ・ショックを軽減することにつながる
と考えられる。
（2）研究遂行上の課題
今年度は研究の計画について，またこの計画に則り実施された内容についての報告をまとめた。本研究
を遂行する上で現在までにいくつかの問題点が挙がってきた。第一に，本学の初等教育専攻の卒業生が全員
教職に就いていないということである。おおよそ，半数から多くて 3分の 2程度である。これにより，在
学中に蓄えられる教職履修カルテは縦断的研究を実施する上ではサンプルサイズに限界が生じるため，複
数年にわたるデータの蓄積を余儀なくされる。
第二に，卒業後の教職履修カルテやメンタルヘルスに関するアンケートへの有効回答率の低さが挙げら
れる。元来本学の初等教育専攻では少人数教育を特徴としており，その定員も多くないため，有効回答率
が少ないことは本研究を遂行する上では，極めて大きな障害となる。ただし，新任教員が何もかも手探り
状態で忙しい日々を送る中で，たとえ夏休みや春休みなどの授業期間外であっても教職履修カルテを自己
省察しながら記述し，加えてメンタルヘルスのアンケートに答えるにはかなりの負担になることが考えら
れる。統計処理に耐えられる程度のサンプルサイズを確保するためには，単に教職履修カルテやアンケー
トを送り，返送してもらうだけでなく，対象の新任教員にとってメリットがある形をとる必要があるかも
しれない。
第三に，教職履修カルテの分析方法がある。各学生や新任教員がレーダーチャートを見ながら自己省察
をしたコメント欄からどのようにして抜粋して，まとめるかが重要である。教職履修カルテを新たに開発
することが最終的な目標であるので，今後カルテに求められるコンテンツを洗い出す作業は慎重に行われ
る必要があるだろう。
最後に，授業評価の教科についてである。今回は文系と理系それぞれを代表する国語と理科を対象とし
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た。しかしながら，同じ文系の国語と社会，理系の理科と算数ではアプローチや評価方法が異なることが
予想される。また，図画工作，音楽，体育のような実技系教科に至っては大きな違いがあることは当然か
もしれない。このような教科間のギャップについて，我々が提案する授業評価に汎用性を持たせられるか
が今後の課題である。
おわりに
本稿は，教員養成・育成の在り方や現状の諸問題について，5名の分野の異なる初等教育専攻の研究者が
「教職履修カルテ」「メンタルヘルス」「授業評価」を軸としてチームを組んだ研究組織のキックオフを紹介
したものである。国士舘大学初等教育専攻では毎年一定数の教員を輩出してきたが，時代のニーズとして「実
践的指導力」がある教員の育成が掲げられており，その対応は在学 4年間では難しいのが現状でもある。
幸いなことに本専攻の卒業生の離職率は極めて低く，卒業生の教員としての資質は他の養成大学出身者より
も備わっているようである。ただし，めまぐるしく状況が変化する今の時代において，本専攻を卒業した教
員のメンタルヘルスが犯されない保証はどこにもない。今後は，単に教員採用試験に合格するだけではなく，
「実践的指導力」ひいては強靱なメンタルを有した教員を在学 4年間および初任期間 3年程度をかけて養成・
育成していく必要があるだろう。そのために，本研究で開発する「新教職履修カルテ」を中心とした教員養成・
育成プログラムへの期待は膨らむばかりである。
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